
（様式９）

（補助事業者名：

　

事業の着手日
契約や発注日を記入。（契約書等で確認できるようにしてください。）複数の機
器等を導入する場合は、最初の機器の契約日等としてください。

事業の完了日 様式７の右上の日付と同じ日付を記入してください。

事　業　実　績　報　告　書

補助事業名（区分） 介護ロボット導入支援事業（ICT導入支援事業）

具体的な事業内容

　　法人名＋事業所名＋（サービス種別）　　　　）

【①目標】
申請時様式３の事業計画書に記入した期待される効果を記入。

【②導入した機器】
○○ソフト、タブレット端末〇台、Wi－Fi工事　等

【③導入によって得られた効果】
①目標に対し客観的な数値を用いて具体的な効果を記載。
(例)間接業務の時間○○時間削減（職員あたり/月）
　　直接業務の時間○○時間増加（職員あたり/月）
　　書類○○割削減（1ヶ月平均）
　　計算ミスや転記ミス○○割削減（1ヶ月平均）　等

【④LIFEへの利用申請の有無（いずれかを選択）】
（１）介護ソフトを活用しデータを提供
（２）介護ソフトを活用せずデータを提供

【⑤データ連携の有無（いずれかを選択）】
 （有の場合はア～ウに具体的な内容を記載すること）
（１）有
      ア.データ連携の内容：居宅サービス計画書　等
      イ.連携先：ケアマネージャー、他事業所　等
      ウ.連携方法：ＣＳＶでの出力・読込　等
（２）無
【⑥文書量半減の有無（いずれかを選択）】
（１）有
文書名○○　　導入前○○枚→導入後○○枚　（１ヶ月平均〇割削減予定）
文書名○○　　導入前○○枚→導入後○○枚　（１ヶ月平均〇割削減予定）
文書名○○　　導入前○○枚→導入後○○枚　（１ヶ月平均〇割削減予定）
文書名○○　　導入前○○枚→導入後○○枚　（１ヶ月平均〇割削減予定）
（２）無
※④⑤⑥共に（２）を選択した場合、補助率が3/4から1/2に減額となります。

【⑦交付決定前の着手について】
○○のため交付決定前に着手。
※新型コロナウイルス感染対策もしくは報酬改定のため以外は認められません。

＊記入にあたっては「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライ
ン改訂版」（厚生労働省老健局・令和２年３月発行）や「介護サービス事業所に
おけるＩＣＴ機器・ソフトウェア導入に関する手引き Ver.２」を参考に、導入
による業務フローの見直し、導入を進めるための実施体制、職員への研修計画や
技術的な支援体制の整備についても検討した結果を必要に応じて記載すること。


